
　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　被災者の早期の住宅再建を支援するほか、地域コミュニティーの維持・形成に配慮した、安全な生活環境を確保 します。

　施策ア　被災者の事情に十分配慮しながら、個人住宅再建のための支援を行います。

1

△

H

応急仮設住宅維持

管理等支援事業

応急仮設住宅の補修や駐車場などの

維持管理

・市内37団地、1,801戸対象

市 H23～ 着手済 4 ※有

【現状】

・施設の維持管理実施中（敷地

料、街灯電気料、共用部分の光

熱水費などを支出）

・一部応急仮設住宅の集会施

設を整備済（復興交付金活用）

・学校敷地と民有地に立地する

応急仮設住宅への新規入居は

終了

・平成26年11月14日に大船渡

市応急仮設住宅の撤去･集約

化計画を公表し、平成27年11

月25日に計画を変更した。

・空室：840戸（平成28年３月末

現在）

・施設の廃止・撤去：33棟（180

戸分）（平成28年３月末現在）

【課題】

・被災者の状況を十分に踏まえ

ながら、施設を集約・撤去する

必要がある

291,064 234,907 19,202 36,955 72,034 41,635 40,004 42,382 38,766 56,243 住宅公園課

2

○

H 住宅応急修理事業

自宅の応急修理費用の一部負担によ

り、自宅での生活を促進、支援（災害救

助事業、県委託事業）

・半壊以上の被害を受けた方

・1戸あたり52万円（上限）を負担（所得

などの制限あり）

市 H23 実施済

【現状】

・事業終了

・交付件数452件

【課題】

・特になし

231,462 231,462 231,462 住宅公園課

3

△

S

住宅耐震改修補強

事業

木造住宅の耐震補強工事実施者に補

助金を交付し、災害に強いまちづくりを

推進

・昭和56年以前に建築された一戸建木

造住宅が対象

・工事費の1/2、上限：60万円

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・申請受付中

【課題】

・今後においても、災害に強い

まちづくりの手法として、本事業

の周知を図る必要がある

1,851 925 462 464 1,851 住宅公園課

4

◎

H

埋蔵文化財調査事

業

被災者の遺跡内への住宅建設などに

伴う発掘調査

市 H23～ 着手済 4 有

【現状】

・自主再建及び防災集団移転

促進事業に伴う住宅建設に係

る試掘・発掘調査を実施中

・平成27年度の調査状況

　試掘調査：実施済→4件

　発掘調査：実施済→3件

【課題】

・関係者で情報を共有し、スケ

ジュールを調整しながら、効果

的な事業推進を図る必要があ

る

253,603 190,202 63,401 14,713 13,790 63,653 72,537 88,910 生涯学習課

　施策イ　住宅の自主再建が困難な方のために、公営住宅を整備します。

5

◎

H

災害公営住宅整備

事業

住宅を失った被災者を対象に公営住宅

を整備

・土地購入、用地造成、取付道路工事

なども実施

・県整備分511戸（H23～H28）

・市整備分290戸（H23～H28）

　合計　801戸（整備計画戸数）

※被害の大きい地区を対象として優先

的に建設する予定であり、需要調査を

実施しながら建設場所や建設戸数、建

設形態（集合住宅、戸建住宅）などを決

定

県・市 H23～H28 着手済 4

有

※有

【現状】

・調査・設計業務、建設工事な

どを実施中

・平成26年3月、8月、10月、平

成27年8月及び平成28年４月に

入居者事前登録

《市営》

・盛中央団地、田中東団地・上

山東アパート・平団地５号棟・宇

津野沢アパート・赤沢アパート、

清水アパート、下欠東アパー

ト、長谷堂東団地、川原アパー

ト、蛸ノ浦アパート、所通東ア

パート：入居済

《県営》

・上平アパート、みどり町団地

（１、２号棟）：入居済

【課題】

・建設計画に基づき、事業を迅

速に進める必要がある

17,185,843 3,173 14,037,650 405,200 2,724,244 15,576 271,556 3,164,537 745,441 1,543,391 2,856,787 8,604,131 住宅公園課

6

◎

H

既設公営住宅復旧

事業

笹崎団地（4棟16戸）、山口団地（2棟12

戸）が津波により滅失、沢田団地（3棟

中3戸）が地震により損傷（計31戸）

・用地造成、取付道路工事なども実施

・市営住宅を建設（30戸）

市 H23～H24 実施済

【現状】

・田中南アパート：平成25年3月

に建設工事終了→入居済

・後ノ入東団地：平成25年3月に

建設工事終了→入居済

【課題】

・特になし

584,644 445,529 139,115 36,093 548,551 住宅公園課

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

4



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

　施策ウ　住宅の高台移転や宅地のかさ上げなどにより、津波などの災害にあわない安全な居住環境を整えます。

7

◎

H

防災集団移転促進

事業

居住に適当でないと認められる区域内

にある住居の集団移転の促進

・住民の意向を踏まえて移転促進区域

を設定するほか、住宅団地の整備、移

転者に対する助成などを行う

・住宅団地の規模は5戸以上（移転しよ

うとする住居の数が10戸を超える場合

には、その半数以上の戸数）

・土地利用にあたっては、所有者の意

向を確認しながら遊休農地の活用を図

る

・移転後の跡地については、再び住宅

が建設されて危険が生じることのないよ

う、条例により建築基準法第39条の規

定による災害危険区域として指定する

市 H23～H29 着手済 4 有

【現状】

・全21地区において事業実施中

・うち19地区（大船渡地区、峰岸

地区、神坂地区、細浦地区、小

細浦地区、小河原地区、梅神地

区、門之浜地区、泊里地区、佐

野地区、清水地区、蛸ノ浦地

区、田浜地区、港・岩崎地区、

泊地区、浦浜南地区、浦浜仲・

西地区、浦浜東・甫嶺地区、崎

浜地区）で団地整備工事が完

了し、宅地を引渡すとともに、住

宅移転費用の補助、被災跡地

買取りを実施している

【課題】

・事業の早期実施

19,715,825 17,117,226 2,598,599 386,096 2,375,742 3,834,365 4,028,393 5,147,308 3,943,921

復興政策課

市街地整備

課

8

△

H

がけ地近接等危険

住宅移転事業

がけ地近接等危険住宅の移転促進

・急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特

別警戒区域及び災害危険区域対象

・住宅を移転する者に対して除去費用と

して80.2万円を補助

・新家屋取得に対して金融機関からの

借入額利子相当額を補助

市 H24～ 着手済 1 有

【現状】

・申請受付件数：7件（平成28年

３月末現在）

【課題】

・災害に強いまちづくりの手法と

して、本事業の早期本格運用と

適切な周知を図る必要がある

953,576 3,590 1,795 707,400 240,791 826 0 11,470 486,073 227,603 227,604 住宅公園課

9

○

H 漁村集落復興事業

漁業集落の地盤かさ上げなど防災強化

・漁業集落防災機能強化事業を実施

市 H25～H28 着手済 4

有

※有

【現状】

・浦浜地区の集落嵩上げ工事

に着手（平成26年12月契約）

・浦浜地区（上記地域を除く）及

び泊地区は測量調査と設計を

実施予定。崎浜地区は測量調

査と設計を実施中。

・綾里地区は工事着手（平成28

年3月契約）

【課題】

・事業の早期実施

1,932,369 1,449,000 483,369 4,200 1,025,800 194,522 707,847 水産課

　施策エ　住宅移転（市内）希望者への支援を行います。

10

△

S 市民相談事業

法律相談、登記相談、行政相談、消費

生活相談など、被災者などの抱える不

安や悩み事について相談機会を提供

・場所：市役所内

・方法：市民相談員及び職員による一

般相談受付、弁護士、司法書士、土地

家屋調査士、行政相談員など専門家に

よる特別相談受付

市など H23～ 着手済 1

【現状】

・各種相談を受付中

【課題】

・関係機関との連携により、市

民ニーズの変化に対応した相

談機会の確保と情報提供を図

る必要がある

10,644 2,400 8,244 852 1,488 1,488 1,488 888 888 888 888 888 888 市民環境課

11

△

S

総合的被災者相談

支援事業

被災者からの相談・問い合わせに対応

するため、大船渡地区被災者相談支援

センターを設置

・対象：被災者、支援者、行政職員など

・場所：大船渡地区合同庁舎内

・方法：弁護士、司法書士、土地家屋調

査士、建築士などによる相談受付

県 H23～H32 着手済 2

【現状】

・各種相談を受付中（相談員の

ほかに各種専門家も配置）

・巡回・出張相談を適宜開催

【課題】

・相談ニーズの変化に対応した

専門家の配置

・潜在的な需要に対応する体制

の確保

53,556 53,556 5,700 8,500 4,704 4,694 4,993 4,993 4,993 4,993 4,993 4,993 市民環境課

追1

◎

S

被災者住宅再建支

援事業

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に住宅を建築または購入

する場合の建築・購入費用の一部に対

し、補助金を交付

・補助金額：複数世帯200万円、単数世

                帯150万円

※災害危険区域内においては、建築基

準を満たす場合に限る

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・事業内容を拡充済（補助金額

を倍増、遡及適用）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：898件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

2,952,950 984,216 1,968,734 201,000 606,450 477,000 474,500 398,000 398,000 398,000 地域福祉課
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追2

◎

S

被災者住宅再建支

援事業（住宅移転

等敷地造成費補助

金）

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に一戸建ての住宅または

併用住宅を建築または購入する場合の

敷地造成費の一部に対し、補助金を交

付

・補助金額：敷地造成費のうち330㎡

（100坪）までの工事費の1/2（上限：30

万円）

・造成された宅地を購入した場合は、上

記に相当する工事費の1/2（上限：30万

円）

※災害危険区域内においては、建築基

準を満たす場合に限る

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

28年度→平成30年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：61件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

238,520 238,520 36,739 37,861 23,660 16,924 39,000 42,168 42,168 住宅公園課

追3

◎

S

被災者住宅再建支

援事業（住宅移転

等水道工事費補助

金）

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に一戸建ての住宅または

併用住宅を建設または購入する場合の

水道工事費の一部に対し、補助金を交

付

・補助金額：市が定める基準額から算

出した総額（10万円未満の場合を除く）

の1/2（上限：200万円）

※災害危険区域内においては、建築基

準を満たす場合に限る

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

25年度→平成30年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：254件（平成28

年3月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

110,977 110,977 11,305 15,584 17,902 15,264 16,846 17,038 17,038 水道事業所

追4

◎

S

生活再建住宅支援

事業（復興住宅新

築補助金）

住宅を滅失した被災者が、住宅の新

築・購入する場合に要する費用の一部

に対し、補助金を交付

・補助金額：バリアフリー対応工事

　　　　　　　床面積75㎡未満＝40万円

　　　　　　　床面積75㎡以上120㎡未満

　　　　　　　＝60万円

　　　　　　　床面積120㎡以上＝90万円

　　　　　　県産材使用工事

　　　　　　　使用量10㎡以上＝20万円

　　　　　　　使用量20㎡以上＝30万円

　　　　　　　使用量30㎡以上＝40万円

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：201件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

907,800 907,800 53,500 126,700 144,700 165,400 175,000 121,250 121,250 住宅公園課

追5

◎

S

生活再建住宅支援

事業（被災住宅補

修等補助金）

被災した住宅の補修・改修工事費の一

部に対し、補助金を交付

・補助金額：補修工事（半壊・一部損

壊）

　　　　　対象工事費の1/2以内で

　　　　　　　上限30万円

　　　　　改修工事

　　　　　耐震改修工事費の1/2以内で

　　　　　上限60万円

　　　　　バリアフリー改修工事費の1/2

　　　　　以内で上限60万円

　　　　　県産材使用改修工事費の1/2

　　　　　以内で上限20万円

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：65件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

552,152 552,152 135,914 62,482 42,928 26,807 45,000 119,510 119,511 住宅公園課

追6

◎

S

生活再建住宅支援

事業（被災宅地復

旧補助金）

被災した宅地の復旧工事費の一部に

対し、補助金を交付

・対象工事

　のり面の保護、排水施設の設置、地

盤の補強・整地、よう壁の設置・補強

（旧よう壁の除去を含む）、地盤調査・

設計調査費

・補助金額：対象工事費の1/2以内で上

限200万円

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

25年度→平成28年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：38件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

541,983 541,983 154,603 75,680 64,673 41,402 70,000 67,812 67,813 住宅公園課

追7

◎

S

生活再建住宅支援

事業（被災住宅債

務利子補給補助

金）

被災した住宅の再建資金を金融機関な

どから新たに借り入れた場合に、住宅

ローンの支払い利子の一部に対し、補

助金を交付

・補助金額：支払利子相当額

市 H24～H30 着手済 4

【現状】

・事業内容を拡充済（補助上限

額の引き上げなど）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：121件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

1,761,082 36,978 1,724,104 12,828 441,691 411,298 349,898 305,976 119,695 119,696 住宅公園課

6



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

追8

◎

S

生活再建住宅支援

事業（住宅再建移

転補助金）

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に住宅再建移転を行う場

合に要する経費に対し、補助金を交付

・補助金額：一律5万円

・1世帯1回限り

市 H25～H30 着手済 4

【現状】

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：298件（平成28

年３月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

105,800 105,800 23,900 10,250 14,900 28,000 14,375 14,375 住宅公園課

追9

◎

S

浄化槽設置整備事

業

被災住居の再建に伴う下水道未供用

区域での低炭素社会対応型浄化槽の

設置に対し、補助金を交付

・補助金額：5人槽　352千円

　　　　　　　 7人槽　441千円

　　　　　 　  10人槽　588千円

市 H24～H28 着手済 4 有

【現状】

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・平成24年度交付件数：105件

・平成25年度交付件数：143件

・平成26年度交付件数：163件

・平成27年度交付件数：154件

【課題】

・特になし

307,786 230,840 76,946 43,333 58,489 65,912 61,502 78,550 下水道事業所

◎ H

防災集団移転促進

事業【再掲】

居住に適当でないと認められる区域内

にある住居の集団移転の促進

・住民の意向を踏まえて移転促進区域

を設定するほか、住宅団地の整備、移

転者に対する助成などを行う

・住宅団地の規模は5戸以上（移転しよ

うとする住居の数が10戸を超える場合

には、その半数以上の戸数）

・土地利用にあたっては、所有者の意

向を確認しながら遊休農地の活用を図

る

・移転後の跡地については、再び住宅

が建設されて危険が生じることのないよ

う、条例により建築基準法第39条の規

定による災害危険区域として指定する

市 H23～H29 着手済 有

【現状】

・全21地区において事業実施中

・うち19地区（大船渡地区、峰岸

地区、神坂地区、細浦地区、小

細浦地区、小河原地区、梅神地

区、門之浜地区、泊里地区、佐

野地区、清水地区、蛸ノ浦地

区、田浜地区、港・岩崎地区、

泊地区、浦浜南地区、浦浜仲・

西地区、浦浜東・甫嶺地区、崎

浜地区）で団地整備工事が完

了し、宅地を引渡すとともに、住

宅移転費用の補助、被災跡地

買取りを実施している

【課題】

・事業の早期実施

復興政策課

市街地整備

課

　施策オ　新たな居住環境において、人と地域のつながりが保てるよう配慮します。

12

◎

S

地域公民館整備支

援事業

市内地域公民館132館のうち、被災した

地域公民館34施設の修繕、改築あるい

は移転新築などの整備を支援

地　域

公民館

市

H23～H28 着手済 2

【現状】

・被災地域の意向を調査しなが

ら対応(15地域について支援済

→使用開始済）

【課題】

・用地の確保が課題であり、地

域との協議を十分に行う必要が

ある

130,459 130,459 11,970 21,361 27,128 10,000 15,000 45,000 生涯学習課

追

10

○

H

地域防災コミュニ

ティセンター整備事

業

被災したむらづくり研修施設などを防災

機能を備えたコミュニティ施設として整

備

・合足地域防災コミュニティセンター

・甫嶺地域防災コミュニティセンター

・清水地域防災コミュニティセンター

・田浜地域防災コミュニティセンター

市 H25～H28 着手済 4 ※有

【現状】

・合足地域：造成工事完了

・甫嶺地域：建築工事着手済

・清水地域：造成工事着手済

・田浜地域：建築着手済

【課題】

・円滑な事業実施

252,874 202,299 50,575 6,148 11,972 23,290 211,464

農林課

水産課

13

△

S

沿岸被災地仮設住

宅運営支援事業

応急仮設住宅などでの住民相互のコ

ミュニケーションの維持や地域コミュニ

ティーづくりの支援

・社会福祉法人やＮＰＯなどと連携

・集会所などを利用したコミュニティーづ

くりや行政連絡、困りごと相談、交流イ

ベントなどを実施

（北上市）

市

H23～H30 着手済 2

【現状】

・全応急仮設住宅について支援

を実施中

・平成25年度で北上市の支援

が終了し、平成26年度は市が

事業主体となった。

・平成27年３月に市も参加する

「大船渡市応急仮設住宅支援

協議会」を設立し、平成27年度

から事業主体となった。

・平成27年９月から災害公営住

宅のコミュニティ形成支援を開

始した。

【課題】

・事業の継続実施が必要である

1,608,678 926,599 682,079 569,460 279,681 215,037 165,000 165,000 132,000 82,500 住宅公園課

7



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

方針②　市民が安心して暮らせるよう保健、医療、介護、福祉など生活に密接に関係する各種サービスの充実を図ります。

　施策ア　被災者の心と体のケア対策を実施します。

14

△

S 健康サポート事業

健康の維持・増進を図るため、応急仮

設住宅入居者などを対象に在宅訪問

指導、健康相談・健康教室などを実施

・場所：市内応急仮設住宅 37カ所、既

存宿舎など10カ所、その他民間賃貸住

宅、地域公民館など

・担当：保健師、栄養士など

市 H23～H25 実施済

【現状】

・事業終了（№追11被災者健康

づくりサポート事業に統合）

【課題】

・継続的な支援

750 300 450 250 250 250 健康推進課

追

11

○

S

東日本大震災津波

被災地健康支援事

業

応急仮設住宅などに居住する被災者の

健康増進を図るため、保健師、看護師

などの専門職を全国から公募するとと

もに、臨時に雇用して、関連する支援活

動を実施

市 H24～H28 着手済 2

【現状】

・被災者全般に対する支援を実

施中

【課題】

・必要人員の確保

40,891 11,284 29,607 6,904 5,868 8,563 8,272 11,284 健康推進課

追

12

○

S

被災者健康づくり

サポート事業

被災者を対象に健康状況の悪化予防

や健康不安解消、住民相互の交流促

進などに資する各種事業を実施

市 H24～H28 着手済 2

【現状】

・各種健康教室・イベント及び相

談を実施中

【課題】

・不参加者へのアプローチ

30,700 4,450 26,250 7,907 10,505 3,404 4,434 4,450 健康推進課

15

△

S こころのケア事業

応急仮設住宅の入居者などを対象とし

た訪問指導、関係機関との調整など

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・保健師が関係機関からの情報

を基に戸別訪問を実施中

・グリーフケアセミナーやゲート

キーパー養成講座などを実施

中

【課題】

・生活環境の変化に伴う健康課

題の把握と対応

13,168 11,496 1,618 54 150 432 503 515 2,506 9,062 地域福祉課

16

△

S

公害防止測定調査

事業

震災後の大気の状況変化の有無を把

握するため、降下ばいじん量を調査

・場所：大船渡町、盛町

・方法：自重または雨とともに沈降する

ばい煙や粉じんなどを容器に集めて降

下ばいじん量を測定

・数量：24検体/年（両地点で毎月1回）

市 H23～H32 着手済 2

【現状】

・市内2カ所で測定を実施中

【課題】

・復興事業などの粉じんへの影

響について注視する必要があ

る

1,263 1,263 215 154 103 105 106 116 116 116 116 116 市民環境課

17

◎

S

環境放射能水準調

査事業

原発事故に伴い、放射線量、降下物・

水道水に含まれる放射性物質などの監

視・測定の強化

・場所：市内

・方法：モニタリングポスト、簡易測定器

による測定

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・農水産物、水道水及び廃棄物

に係る各種線量測定を実施中

・県大船渡地区合同庁舎にモニ

タリングポストを設置し、空間線

量率の連続測定を実施中

【課題】

・特になし

15,800 15,800 10,130 630 630 630 630 630 630 630 630 630 市民環境課

18

◎

S

環境放射線量測定

事業

原発事故に伴い、市独自での大気中の

放射線量の測定や市民への測定器の

貸し出し（無料）により、市内への同事

故の影響を把握するとともに、市民へ

情報を提供

・場所：市内

・方法：簡易測定器による測定

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・毎月1回、市内9カ所で定期測

定を実施中

・測定結果などはホームページ

や市広報紙で随時周知

・市民に対して測定器を貸出中

【課題】

・市内におけるさまざまな測定

結果などを注視しながら、状況

に応じた対策を検討する必要が

ある

5,845 843 5,002 200 1,545 273 615 417 559 559 559 559 559 市民環境課

　施策イ　被災した保健・医療・介護・福祉施設を早期に復旧します。

19

◎

S

被災地医療確保対

策事業

被災した地域の医療供給体制を迅速に

確保するために仮設診療所と仮設歯科

診療所を整備

・対象：被災した病院、診療所

・内容：医科が3カ所（立根、末崎、猪

川）、歯科が3カ所（越喜来、綾里、大船

渡）に設置

県 H23 実施済

【現状】

・医科3カ所、歯科3カ所で設置

済

【課題】

・特になし

144,852 144,852 144,852 国保年金課

20

◎

H

越喜来診療所復旧

事業

津波被害を受けた診療所の復旧工事

及び医療機器の整備

・内容：工事（電気設備更新、建物修

繕）及び医療機器購入ほか

・場所：三陸町越喜来字所通地内

市 H23～H24 実施済

【現状】

・復旧工事、機器購入を終了

【課題】

・特になし

20,952 7,366 13,586 15,787 5,165 国保年金課

21

◎

H

綾里・歯科診療所

復旧事業

地震被害を受けた診療所の復旧工事

・内容：工事(基礎補強、内外壁張替ほ

か）

・場所：三陸町綾里字平舘地内

市 H23～H24 実施済

【現状】

・復旧工事終了

【課題】

・特になし

35,586 17,958 17,628 17,868 17,718 国保年金課

8
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30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

22

◎

H

老人福祉施設等災

害復旧事業

介護老人福祉施設の高台移転など、各

種被災施設の早期再建

【協議対象施設】

介護老人福祉施設 1施設、短期入所生

活介護 1施設、通所介護 2施設、認知

症対応型共同生活介護 1施設、小規模

多機能型居宅介護 1施設、訪問介護 1

施設、在宅介護支援センター 1施設

県 H23～H26 実施済

【現状】

・介護老人福祉施設などの整備

が終了

【課題】

・特になし

1,477,775 1,190,835 30,000 256,940 1,477,775 長寿社会課

　施策ウ　地域医療を充実します。

23

◎

S

医師確保対策事業

（市町村医師養成

事業、地域医療調

査研究事業を含

む）

医師不足の解消や初期救急医療体

制、夜間における診療体制の環境整備

に向けた取組

・対象：県の奨学金事業

・内容：負担金の納入

・対象：県立病院、医師会など関係機関

の代表

・内容：県立大船渡病院の医療体制充

実や地域医療の課題についての検討

会開催

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・医師奨学金事業は負担金納

入済

・気仙広域環境未来都市医療・

介護・保健・福祉連携協議会で

関連事項を協議中

【課題】

・関係機関との調整

15,056 1,995 13,061 2,473 2,830 2,841 2,175 2,150 2,587 国保年金課

◎ H

越喜来診療所復旧

事業【再掲】

津波被害を受けた診療所の復旧工事

及び医療機器の整備

・内容：工事（電気設備更新、建物修

繕）及び医療機器購入ほか

・場所：三陸町越喜来字所通地内

市 H23～H24 実施済

【現状】

・復旧工事、機器購入を終了

【課題】

・特になし

国保年金課

◎ H

綾里・歯科診療所

復旧事業【再掲】

地震被害を受けた診療所の復旧工事

・内容：工事(基礎補強、内外壁張替ほ

か）

・場所：三陸町綾里字平舘地内

市 H23～H24 実施済

【現状】

・復旧工事終了

【課題】

・特になし

国保年金課

　施策エ　地域全体で高齢者や障がい者、子どもたちを支え合うやさしいまちづくりに取り組みます。

24

△

S

生きがい対応型デ

イサービス事業

介護予防のための生きがい対応型デイ

サービスの拡充

・対象：高齢者

・場所：介護保険施設など

市 H23～ 実施済

【現状】

・震災後、条件緩和により利用

対象者を拡大

・被災者の介護保険サービス利

用料の減免が、平成27年12月

まで延長されることに合わせて

利用料減免を延長

※介護保険制度改正により、平

成28年３月１日から新たに始め

ることとした介護予防・日常生

活支援総合事業の一部として

実施している

【課題】

・特になし

4,370 310 4,060 1,479 957 773 796 365 長寿社会課

25

△

S

介護予防健康づく

り事業

介護予防のための各種教室等の開催 市 H23～ 着手済 1

【現状】

・介護予防教室と筋力向上教室

を市内10会場で開催、年間開

催回数を増やしている

･温泉ミニデイサービス事業、高

齢者ふれあい活動事業など、委

託 による 介護予防事業を実施

・介護予防ボランティア養成講

座の開催（５回コース）

・地域の自主活動への、介護予

防に関する講師派遣

【課題】

・送迎対応ができず、参加者が

限定される

65,206 16,301 8,150 40,755 9,633 8,757 9,422 12,700 12,216 12,478

長寿社会課

（地域包括

ケア推進

室）

26

◎

H

仮設住宅等におけ

る介護・福祉サービ

ス等拠点施設設置

事業

高齢者をはじめとする地域住民の生活

支援などを包括的に提供するサービス

拠点を設置

・設置数：市内4カ所

・運営方法：委託

・主な機能：総合相談、生活支援業務、

地域交流サロンなどの実施

市 H23～ 着手済 4

【現状】

・三陸地区：平成24年10月に小

規模多機能型居宅介護と併せ

て開所

・大船渡北地区、末崎地区：平

成25年3月完成、4月開所

・大船渡南地区：平成25年10月

完成、11月開所

【課題】

・住宅再建後のサポートセン

ターのあり方を検討する必要が

ある

488,719 488,719 2,726 221,432 81,452 54,949 60,000 68,160 長寿社会課

9



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興
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区分

現状と課題進捗状況

27

△

S

放課後児童健全育

成事業

保護者が仕事などにより昼間家庭にい

ない小学校就学児童に対し、授業終了

後に児童館などを利用して適切な遊び

及び生活の場を提供

【名称】

・放課後児童クラブゆうゆう(大船渡北

小学校）

・キッズクラブいかわA(猪川小学校）

・キッズクラブいかわB(猪川小学校）

・末崎学童保育会希望の丘（末崎小学

校）

・放課後児童クラブさくらりっこ（盛小学

校）

・にこにこ浜っ子クラブ（赤崎小学校）

・たっせ学童クラブ（立根小学校）

・うみねこキッズ（大船渡小学校）

・五葉キッズ（日頃市小学校）

市 H23～ 着手済 3

【現状】

・にこにこ浜っ子クラブ以外は被

災を免れており、通常どおり運

営

・うみねこキッズは、平成25年５

月に大船渡小学校敷地内に専

用施設が完成し、６月から新施

設で活動

・被災したにこにこ浜っ子クラブ

は、民間団体による支援で平成

25年２月に仮設の専用施設が

完成し、３月から活動を再開。な

お、災害復旧により建設中の赤

崎小学校校舎に併設し、専用

施設の復旧整備を進めている

・五葉キッズは、平成26年７月

から地区公民館で活動を開始。

現在、日頃市小学校敷地内に

専用施設の整備を進めている

【課題】

なし

565,939 80,162 264,463 35,200 186,114 24,407 33,121 37,938 40,987 49,638 171,848 52,000 52,000 52,000 52,000 子ども課

28

◎

H

被災保育所移転改

築事業

津波で全壊した越喜来保育所の移転

改築→併せて越喜来幼稚園、越喜来保

育所、崎浜保育所及び甫嶺へき地保育

所を統合し、幼稚園と保育所の一体施

設である認定こども園として整備

市 H23～H28 着手済 4

有

※有

【現状】

・越喜来保育所は越喜来幼稚

園にて合同保育を実施中

・越喜来こども園については、

越喜来小学校隣地に建設→平

成27年6月に本体工事着手、平

成28年9月完了予定

・開園予定平成28年11月

【課題】

・事業の早期完了

567,656 151,278 40,203 228,689 147,486 2,744 46,377 132,033 158,305 228,197 生涯学習課

29

◎

H

シルバー人材セン

ター運営事業

高齢者の就業活動を支援するため、被

災した大船渡市シルバー人材センター

施設を再建

      市

シルバー

人材セン

ター

H23～ 検討中

【現状】

・仮設事務所で運営中

・施設の再建候補地を津波浸

水想定区域外の市街地を中心

に検討中

【課題】

・恒久的施設の早期整備

長寿社会課

30

△

S

市町村消費者行政

活性化事業

消費活動に伴う被害を防止するととも

に、被害者を救済するため、消費生活

センターを設置

・場所：市役所内

・方法：平成23年度は事務所工事、平

成24年度より相談受付開始

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・消費生活センターを平成24年

4月1日に開設し、相談受付中

【課題】

・消費生活相談員の安定確保

及び相談技術の向上を図る必

要がある

58,653 53,445 2,872 2,336 10,781 8,117 5,687 4,671 4,847 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910 市民環境課

方針③　災害廃棄物を適正に処理します。

　施策ア　大規模災害時に大量発生した各種の廃棄物を迅速に処理します。

31

◎

H

災害廃棄物処理事

業

県が作成した災害廃棄物処理の実行

計画を踏まえ、災害廃棄物を適正かつ

迅速に処理

市 H23～H26 実施済

【現状】

・災害廃棄物の処理完了

【課題】

・特になし

45,889,793 40,642,873 3,777,823 473,398 995,699 17,057,081 13,560,568 14,666,812 605,332 建設課

32

◎

H 被災地防疫事業

専門業者と市民ボランティアなどで防疫

班を組織して薬剤などを散布

・場所：津波浸水区域及びガレキ仮置

場

・方法：殺虫剤、消毒薬及び消臭剤の

散布

市 H23～H25 実施済

【現状】

・専門業者に委託し、消毒・殺

虫などの薬剤を散布

・消毒・殺虫用の資機材を市民

に無償で提供・貸与

・ガレキ分は対応終了→水産物

残渣分は、「2産業・経済の復

興」№48水産物等残渣処理事

業で対応

【課題】

・特になし

57,446 51,701 5,745 38,719 9,316 9,411 市民環境課

　施策イ　ガレキについては、市内企業などにおいて処理し、処理後に発生する灰などもできるかぎり有効活用します。

◎ H

災害廃棄物処理事

業【再掲】

県が作成した災害廃棄物処理の実行

計画を踏まえ、災害廃棄物を適正かつ

迅速に処理

市 H23～H26 実施済

【現状】

・災害廃棄物の処理完了

【課題】

・特になし

建設課

方針④　被災した教育施設の再建などにより、教育機会の確保を図ります。

　施策ア　貴重な学術研究機関として、多くの分野で貢献いただいている北里大学海洋生命科学部の三陸キャンパスが、早期に再開されるよう取り組みます。

10
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33

◎

S

北里大学海洋生命

科学部早期再開促

進事業

北里大学海洋生命科学部三陸キャン

パスの早期再開に向けた取り組みを関

係機関とともに積極的に展開

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・平成25年10月に北里大学三

陸キャンパス活用検討協議会

を設立

・平成26年4月1日に北里大学

が、北里大学海洋生命科学部

附属三陸臨海教育研究セン

ターを開設

・三陸臨海教育センターでの学

生及び教職員の活動を支援す

るため、平成26年7月に「大船

渡市北里大学海洋生命科学部

附属三陸臨海教育研究セン

ター活動支援補助金交付要綱」

を策定→平成26年8月及び平

成27年8月に海洋生命科学部

が海洋実習を実施

・三陸臨海教育センターの施設

整備を支援するため、平成27年

4月「大船渡市北里大学海洋研

究拠点施設整備費補助金交付

要綱」を策定→平成27年4月か

ら三陸臨海教育センターの施設

整備を実施し、7月に完了

【課題】

・三陸キャンパスの活用促進

・上記以外の支援内容

32,558 24,300 8,258 365 427 859 2,101 26,196 2,610

北里大学

再開推進室

34

◎

S

北里大学海洋生命

科学部施設利用促

進事業

北里大学海洋生命科学部三陸キャン

パス内施設（体育館、グランドなど）や

設備（海水ポンプ、水槽施設など）の利

用を積極的に促進

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・体育館やグランドなどの施設

は、地元小・中学校や市内のス

ポーツ少年団が活用している

【課題】

・特になし

北里大学

再開推進室

　施策イ　災害に強い教育施設を整備します。

35

◎

H 学校再開事業

赤崎小学校、越喜来小学校及び崎浜

小学校の隣接校への移転、赤崎中学

校の移転及び合同授業による学校の

再開

市 H23～H24 実施済

【現状】

・赤崎小学校は蛸ノ浦小学校で

合同授業を実施中

・越喜来小学校は旧甫嶺小学

校に移転

・赤崎中学校は仮設校舎で再

開済

【課題】

・特になし

63,705 29,050 18,130 16,525 2,000 61,705 学校教育課

36

◎

S

通学支援バス運行

事業

被災した小中学校の児童・生徒が他校

へ通学するためのスクールバスの運行

市 H23～H28 着手済 2

【現状】

・赤崎小学校児童を蛸ノ浦小学

校へ、赤崎中学校生徒を仮設

校舎へ通学させるためのスクー

ルバスを運行している

【課題】

・特になし

127,300 101,225 26,075 21,000 16,676 17,064 16,539 24,634 31,387 学校教育課

37

◎

H

被災学校移転改築

事業

津波により被災した赤崎小学校、越喜

来小学校及び赤崎中学校を地区の拠

点となるよう防災機能をあわせ持つ施

設として移転改築

市 H23～H28 着手済 4

有

※有

【現状】

・3校とも建設委員会を設置済

・越喜来小学校は、平成27年6

月に建物本体工事に着手、平

成28年9月完了予定、開校予定

平成28年11月

・赤崎小・中は、平成27年9月に

建物本体工事に着手、平成28

年12月完了予定、開校予定平

成29年1月

【課題】

・事業の早期完了

12,689,341 5,293,906 444,700 2,331,702 4,619,033 118,470 633,497 1,629,844 4,321,048 5,986,482 生涯学習課

38

◎

H

被災学校復旧事業

（津波）

津波により被災した大船渡小学校及び

綾里小学校の補修

市 H23～H25 実施済

【現状】

・工事終了

【課題】

・特になし

155,598 138,079 17,519 103,518 43,155 8,925 生涯学習課
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39

◎

H

被災学校復旧事業

（地震）

地震により被災した日頃市小学校、第

一中学校、末崎中学校及び越喜来中

学校の補修

市 H23～H24 実施済

【現状】

・工事終了

【課題】

・特になし

69,435 40,780 28,655 55,195 14,240 生涯学習課

40

◎

H

被災給食施設復旧

事業

被災した赤崎学校給食共同調理場の

復旧と併せた北部学校給食センターの

整備

市 H23～H25 実施済

有

※有

【現状】

・平成26年3月に北部学校給食

センター建設工事終了→「炊き

出し」機能を付加

【課題】

・特になし

888,819 72,865 433,500 132,439 250,015 26,759 862,060 生涯学習課

41

◎

H

学校施設防災機能

強化事業

旧耐震基準の学校施設の耐震補強工

事などを実施

・盛小学校：屋内運動場

・末崎小学校：校舎

・蛸ノ浦小学校：校舎、屋内運動場

・猪川小学校：屋内運動場

・日頃市小学校：校舎、屋内運動場

・大船渡北小学校：校舎、屋内運動場

・綾里小学校：屋内運動場

・第一中学校：屋内運動場

・綾里中学校：校舎

・越喜来中学校：校舎、屋内運動場

市 H23～H30 着手済 3

【現状】

・「大船渡市立学校施設耐震化

整備計画」を策定し、対象施設

の耐震第２次診断及び耐震化

設計を完了

・越喜来中学校校舎、第一中学

校屋内運動場、猪川小学校屋

内運動場の耐震改修工事を着

工

【課題】

・校庭に応急仮設住宅が設置さ

れている学校での円滑な工事

の実施

1,490,136 447,000 782,000 261,136 80,136 1,410,000 生涯学習課

42

◎

H

認定こども園整備

事業

震災の影響により工事中止となった綾

里こども園舎の整備

市 H23～H25 実施済

【現状】

・工事終了（平成26年3月）

【課題】

・特になし

293,013 263,400 29,613 15,721 277,292 生涯学習課
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　施策ウ　被災した児童生徒などが、安心して就学できる環境を整えます。

追

13

◎

H 仮設校庭整備事業

応急仮設住宅が建設されている学校に

おける代替グランドなどの整備→9校

（盛小、末崎小、蛸ノ浦小、猪川小、大

船渡北小、第一中、大船渡中、末崎

中、綾里中）

市 H24～H25 実施済 ※有

【現状】

・平成24年度：大船渡中学校の

仮設テニスコート整備済

・平成25年度：赤崎中学校の仮

設テニスコート整備済、第一中

学校、末崎中学校、盛小学校、

大船渡北小学校及び猪川小学

校の仮設グランド整備済

・赤崎小学校及び末崎小学校

については、民間支援により仮

設グランド整備済

【課題】

・特になし

138,799 96,658 42,141 2,740 136,059 生涯学習課

追

14

◎

S

被災校等体育部活

動支援バス運行事

業

応急仮設住宅が建設されている学校に

おいて、体育や部活動のために校外に

移動する児童・生徒の輸送バスを運行

・市内移動バス：小中学校の体育や部

活動に要するバスを運行

・市外移動バス：中学校の部活動のた

めに市外に移動するバスを運行

市 H25～H27 着手済 2 ※有

【現状】

・市内輸送業者などに業務委託

のうえ実施中

【課題】

・受託事業者の安定的な確保

68,515 54,811 13,704 7,649 16,519 15,347 29,000 学校教育課

43

◎

S

児童生徒就学援助

事業（被災対応）

被災した児童・生徒の保護者へ就学費

用の一部を補助

市 H23～H28 着手済 2

【現状】

・家屋被災、失職世帯などを準

要保護世帯とみなし、就学費用

の一部を補助している

【課題】

・特になし

402,139 402,139 69,652 68,759 67,288 62,141 76,818 57,481 学校教育課

44

○

S

児童生徒のこころ

のサポート事業

こころのケアを必要とする小中学校に

臨床心理士を派遣し、こころのサポート

授業への支援、担任及び児童生徒の

教育相談や保護者への講義などを実

施

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・スクールカウンセラー3人を配

置し、児童生徒、教職員及び保

護者のカウンセリングを実施し

ている

【課題】

・スクールカウンセラーを安定

的に確保する必要がある

48,781 48,781 3,010 8,526 10,706 11,439 15,100 学校教育課

45

○

S

学校等放射線量測

定及び土壌除染事

業

原発事故に伴い、児童生徒などの安全

を確保するため、市立学校及び保育所

などの施設内において放射線量を測定

するとともに、一定基準以上の数値を

示した場合は、土壌の除染作業を実施

県・市 H23～ 着手済 2

【現状】

・市教育委員会独自の基準によ

り市内教育施設を除染した

・空中放射線量を継続して測定

している

【課題】

・国から各校敷地内に埋設して

いる汚染土壌の最終処分方法

が示されていない

12,496 6,520 5,976 3,170 4,172 4,134 526 227 267 学校教育課

46

○

S

緊急スクールカウン

セラー等派遣事業

幼稚園児のこころのケアのため、スクー

ルカウンセラーに準ずる者を配置

県 H23 実施済

【現状】

・スクールカウンセラーが各園

を巡回してカウンセリングを実

施

【課題】

・定期的カウンセリングを実施

する体制を確立する必要がある

学校教育課

47

○

S

いわての復興教育

推進事業

将来の岩手を担う人材を育成するた

め、教育プログラムを作成、実践

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・各校において実施中

【課題】

・特になし

学校教育課

13



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳
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現状と課題進捗状況

48

○

S

被災地学校等への

教職員配置事業

教職員の加配が必要な小中学校に対

し、継続的に教職員を配置

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・各校1～2人程度の震災加配

教職員が配置されている

【課題】

・特になし

396,781 396,781 12,600 76,148 78,523 105,179 124,331 学校教育課

追

15

△

S

学校支援地域本部

事業

地域の学びを通じた被災地の地域コ

ミュニティ活動などを支援

〔学校支援地域本部事業〕

・スクールガード配置事業：市内各小中

学校にスクールガードを配置して児童

生徒の安全を確保（震災による通学路

の環境変化に対応）

〔教育振興運動〕

・被災地における心の安定を図るため

の文化活動を促進→新たなコミュニティ

の創造を支援する復興支援文化活動

事業を実施

市 H24～H28 着手済 2

【現状】

・スクールガード配置事業を市

内15小中学校で実施

【課題】

・事業の理解促進

・ボランティアの確保

67,948 67,948 11,220 15,196 13,925 13,980 13,627 生涯学習課

49

○

S

教職員健康管理支

援事業

教職員のメンタルヘルスチェックを行

い、ストレス反応へのアドバイスや事後

指導の実施

県 H24～ 着手済 2

【現状】

・平成24年度から随時実施

・労働安全衛生法の一部改正

により平成27年度で県による実

施が終了見込み

【課題】

・平成28年度以降の実施につ

いての検討が必要である

学校教育課

50

△

S

いわての学び希望

基金奨学金事業

震災・津波により親を失った児童生徒な

どを対象とした給付型の奨学金制度の

創設及び運用

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・県全体で541人給付決定（平

成26年度末現在）

【課題】

・財源の多くを個人・団体からの

寄付で対応する.ことから、相応

の額を確保する必要がある

2,163,080 100,000 2,063,080 152,700 168,150 277,045 245,185 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 生涯学習課

　施策エ　生涯学習環境を充実します。

51

◎

H

公立社会教育施設

復旧事業

被災した公立社会教育施設の修繕、復

旧など

・猪川地区公民館：修繕

・三陸公民館・越喜来地区公民館：現況

復旧

市 H23～H26 実施済

【現状】

・猪川地区公民館の修繕は実

施済

・三陸公民館は平成26年12月

に建築工事完了

【課題】

・特になし

928,370 542,260 386,110 749 127,621 800,000 生涯学習課

52

△

S

復興支援文化活動

事業

被災地区を対象として、市民相互のコ

ミュニケーション維持と心のゆとりを保

つため、生活に役立つ知識や技術を習

得するなど多様な学習機会を提供し、

市民の復興意欲を醸成

市 H23～H24 実施済

【現状】

・平成23年度は被災した7地区

の住民を対象に、陶芸体験や

そば打ち体験教室を実施

・平成24年度は謡曲講座や木

工品づくりを実施したほか、各

地区公民館とも連携して講座を

実施

【課題】

・特になし

431 323 108 108 323 生涯学習課

53

◎

H

リアスホール修繕

事業

地震被害を受けた市民文化会館・図書

館の施設の修繕

市 H23 実施済

【現状】

・修繕済であり、平成23年10月

1日より通常開館している

【課題】

・特になし

10,910 6,327 3,165 1,418 10,910 市民文化会館

14
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現状と課題進捗状況

◎ S

地域公民館整備支

援事業【再掲】

市内地域公民館132館のうち、被災した

地域公民館34施設の修繕、改築あるい

は移転新築などの整備を支援

地　域

公民館

市

H23～H28 着手済

【現状】

・被災地域の意向を調査しなが

ら対応(15地域について支援済

→使用開始済）

【課題】

・用地の確保が課題であり、地

域との協議を十分に行う必要が

ある

生涯学習課

追

15

△

S

学びを通じた被災

地の地域コミュニ

ティ再生支援事業

【再掲】

地域の学びを通じた被災地の地域コ

ミュニティ活動などを支援

〔学校支援地域本部事業〕

・スクールガード配置事業：市内各小中

学校にスクールガードを配置して児童

生徒の安全を確保（震災による通学路

の環境変化に対応）

〔教育振興運動〕

・被災地における心の安定を図るため

の文化活動を促進→新たなコミュニティ

の創造を支援する復興支援文化活動

事業を実施

市 H24～H28 着手済

【現状】

・スクールガード配置事業を市

内15小中学校で実施

【課題】

・事業の理解促進

・ボランティアの確保

生涯学習課

  施策オ　各種スポーツを推進します。

54

◎

H

公立社会教育施設

復旧事業

被災した公立社会体育施設の修繕など

【対象施設】

市民体育館､体育センター､市民テニス

コート､市民弓道場､田中島グラウンド､

市営球場､三陸体育館､三陸総合運動

公園グラウンド、綾里小学校・赤崎中学

校校庭夜間照明施設

市 H23～H27 実施済

【現状】

・三陸体育館・体育センター・市

民テニスコート・市民弓道場：平

成23年度着手、平成24年度終

了

・綾里小学校校庭夜間照明施

設：平成24年度着手、終了

・市民体育館・三陸総合運動公

園グラウンド：平成24年度着

手、平成26年度終了

・田中島グラウンド：平成27年度

終了

894,095 596,063 298,032 1,543 218,238 225,750 430,661 17,903 生涯学習課

55

△

S

スポーツイベント開

催事業

復興祈念事業などとして、県大会規模

と同等以上のスポーツイベントなどを招

致・開催

市 H25～H28 着手済 2

【現状】

・当市において、岩手国体（平

成28年度開催）の公開競技とし

てグラウンドゴルフを開催

・上記競技の会場である盛川河

川敷グラウンドの整備に着手済

【課題】

・開催環境の整備

6,706 6,706 300 550 830 5,026 生涯学習課

56

◎

H

森林総合利用施設

整備事業

フレアイランド尾崎岬の林間広場を球

技などにも利用できるように整備（校庭

などが使用できない小中学生のスポー

ツ活動にも対応）

・バックネット及び防球ネット設置

・グラウンド整備

市 H23～H24 実施済

【現状】

・事業終了

【課題】

・特になし

8,479 4,990 3,290 199 8,479 農林課

方針⑤　市民共有の財産である歴史・文化資源を活用して、うるおいと安らぎをつくりだします。

　施策ア　歴史・文化資源の継承・普及活動に取り組みます。

△ S

復興支援文化活動

事業【再掲】

被災地区を対象として、市民相互のコ

ミュニケーション維持と心のゆとりを保

つため、生活に役立つ知識や技術を習

得するなど多様な学習機会を提供し、

市民の復興意欲を醸成

市 H23～H24 実施済

【現状】

・平成23年度は被災した7地区

の住民を対象に、陶芸体験や

そば打ち体験教室を実施

・平成24年度は謡曲講座や木

工品づくりを実施したほか、各

地区公民館とも連携して講座を

実施

【課題】

・特になし

生涯学習課

15
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追

15

△

S

学びを通じた被災

地の地域コミュニ

ティ再生支援事業

【再掲】

地域の学びを通じた被災地の地域コ

ミュニティ活動などを支援

〔学校支援地域本部事業〕

・スクールガード配置事業：市内各小中

学校にスクールガードを配置して児童

生徒の安全を確保（震災による通学路

の環境変化に対応）

〔教育振興運動〕

・被災地における心の安定を図るため

の文化活動を促進→新たなコミュニティ

の創造を支援する復興支援文化活動

事業を実施

市 H24～H28 着手済

【現状】

・スクールガード配置事業を市

内15小中学校で実施

【課題】

・事業の理解促進

・ボランティアの確保

生涯学習課

57

△

S

子どもの読書活動

推進事業

被災した社会教育施設において展開さ

れる事業の再開と充実のための読書ボ

ランティアの育成を支援

県・市 H24～H25 実施済

【現状】

・さんりく・おおふなとお話大賞

を実施（平成25年度：32作品応

募→9作品入賞）

・こども園と連携し、読み聞かせ

会などを実施

【課題】

・事業成果の継承

252 224 28 129 123 中央公民館

58

△

S

家庭の教育力向上

に向けた総合的施

策推進事業

被災した社会教育施設において展開さ

れる事業の再開と充実のための家庭教

育学級の支援及び子育てサポーターの

育成

県・市 H24～H25 実施済

【現状】

・学校・保育園などと連携して教

育講演会などを実施（平成25年

度：13回実施）

【課題】

・事業成果の継承

421 421 195 226 生涯学習課

59

◎

H

民族資料保管庫の

復旧事業

綾里小学校地内に所在する民族資料

保管庫の修繕（サッシ約10カ所、外壁

約50㎡、内壁約120㎡、内部天井約65

㎡など）

市 H23 実施済

【現状】

・復旧済

【課題】

・特になし

6,324 6,300 24 6,324 博物館

60

△

H

博物館常設展示改

修事業

・津波災害を普及、継承するため、エン

トランスホール、シアター、荒れ狂う海・

津波コーナーなどを改修し、明治三陸

津波、チリ地震津波、東日本大震災の

資料、映像、写真などを展示

・平成25年9月に日本ジオパークに認定

された「三陸ジオパーク」の情報や資源

価値などを展示

市 H24～ 着手済 4

【現状】

・「三陸ジオパーク」のミニコー

ナーを開設し、ジオパークをＰＲ

するパネルの展示、関係パンフ

レット等の配布を実施

・津波災害に係る資料、情報な

どを収集するとともに、展示内

容を検討中

【課題】

・資料及び情報の収集・選択・

評価に一定期間が必要である

・関係機関との展示内容の調整

927 927 927 博物館

◎ H

リアスホール修繕

事業【再掲】

地震被害を受けた市民文化会館・図書

館の施設の修繕

市 H23 実施済

【現状】

・修繕済であり、平成23年10月

1日より通常開館している

【課題】

・特になし

市民文化会館

61

△

S

市民芸術祭開催事

業

市民芸術祭を復活し、復興祈念事業と

して開催

実行委員会 H24～H32 着手済 1

【現状】

・平成26年度以降は総合美術

展を市民体育館において開催。

また、カメリアホール、リアス

ホール等において市内芸術団

体の展示・発表を行なう

【課題】

・震災後規模を縮小して開催し

ており、今後参加団体、人数等

の復活に取り組む

7,696 7,696 1,300 1,300 1,300 1,363 1,133 1,300 生涯学習課

62

○

H

指定文化財復旧事

業

被災した郷土芸能装束などの指定文化

財の修復

市 H23～H25 実施済

【現状】

・他団体からの支援を受け、装

束などの復旧を進めた

【課題】

・特になし

114 114 72 42 生涯学習課

16
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63

△

S

芸術文化創作活動

支援事業

団体などによる芸術文化活動の活性化

を図るため、展示会や発表会、作品集

の刊行などの創作活動に対し補助

大船渡市

芸術文化

協会

H23～H27 実施済

【現状】

・平成26年度は3団体、平成27

年度は2団体に補助金を交付

1,076 1,076 173 198 163 196 346 生涯学習課

17


